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理の現状を示している。

　全体の構成は表1のとおりである。

3─本書の内容

総論では、歴史学者が国家の文書管理に対

して発言をしてこなかった経緯を反省とともに

語っている。そして歴史学とアーカイブズ学の

連携を密にする必要性が述べられている。そ

のうえで、文書の適切な管理・継承を支える

根幹である公文書管理法と情報公開法とい

う両輪によって、特定秘密保護法の撤廃を

提唱している。

　第一部では、現代の文書管理の仕組みを

説明したうえで（第一章）、「文書史料の公開・

非公開が、現実の政治社会問題といかに緊

密に関わっているか」について沖縄返還と日

韓会談（第二章、第三章）、コラムであつかってい

るいわゆる「慰安婦」問題を具体例として示し

ている。

　第二部では、日本の公文書管理制度の

成立から現在にいたる道筋が描かれている。

1─民主主義の基盤を堅持するために

公文書管理法も情報公開法も目的とするの

は公の記録を適切に保存し、人 の々利用に

供し、後世に伝えることである。対して、特定秘

密保護法は、国家が恣意的な秘密を増やし

記録を人 か々ら隠すことを目的とする法律であ

る。加えて、憲法の根幹を揺るがしかねない

安保関連法案が強行採決された。この一連

の内閣の動きは、国家権力の暴走を招きか

ねないとして、アーキビストや歴史学者という枠

を超えて、社会から強い批判を受けている。

　こうした緊急性を問われる社会情勢がつづ

くなかで、公文書管理に必要なことはなにか、

それをまとめたのが『歴史学が問う公文書の

管理と情報公開』である。

2─本書の構成

本書は、三部構成になっている。情報公開が

遅れている日本の現状への批判、公文書管

理の歴史的経緯、最後に世界の公文書管

総論 安藤正人・久保亨・吉田裕

第Ⅰ部  「情報公開後進国」日本を問い直す─戦後、そして現在

 第1章 公文書管理法と歴史学│瀬畑源

 第2章 沖縄返還をめぐる日本の外交文書─米外交文書との協働による史的再構成│我部政明

 第3章 日韓会談をめぐる外交文書の管理と公開│吉澤文寿

 コラム 日本軍慰安婦に関する史料状況│林博史

第Ⅱ部 公文書管理の日本近代史

 第4章 日本近代における公文書管理制度の構築過程─太政官制から内閣制へ│渡邉佳子

 第5章 戦前期日本における公文書管理制度の展開とその問題性─「外務省記録」を中心に│千葉功

 第6章 日本の官僚制と文書管理制度│加藤聖文

 第7章 地方自治体における公文書管理とアーカイブズ│青木裕一

第Ⅲ部 世界で進む公文書の管理と公開

 第8章 情報重視の伝統に基づく公文書の管理と公開─イギリスの場合│後藤春美

 第9章 台湾の公文書管理と政治─制度的先進性と現実│川島 真

あとがき

表1─本書の構成
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4─秘密保護法の撤廃を求める

本書の前提として序論には、つぎのように書か

れている。

　「特定秘密保護法は、国家の安全保障を

口実に行政機関の長の判断によって情報を

秘匿する仕組みであり、国民の知る権利を損

ない、国家の暴走を許す危険な法律である」。

　そして、本書の目標として情報公開法およ

び公文書管理法という国民主権の理念に

則ったふたつの法律にもとづき特定秘密保護

法の撤廃への展望を指し示すとしている。

　収録されている論文は、歴史学の立場、

アーキビストの立場、双方を踏まえた視点から

この前提に従って論述されている。

　前述のように、第一部では、文書管理の理

念と実務を説いたのちに、日韓会談文書につ

いて実際に行われた情報公開請求事例がま

とめられている。

　沖縄返還にかかわる文書も日韓会談にか

かわる文書も、外交文書は、相手国との交渉

が中心となる。日本で秘密指定しても、相手

国では情報公開の対象文書となっているもの

もある。すなわち海外の公文書館に保管・公

開されている文書が当事国である日本では

見られないという事態が往 に々して起こりうる

のである。

　外務省は、公開することで相手国の信頼を

損ねると答弁しているが、秘匿から信頼が得ら

れることはないだろう。国内に目を戻しても、消え

た年金問題、東日本大震災の際、原子力災

害対策本部議事録が作成されていなかった

問題など、記録管理をあいまいにしたことによっ

て、国民からの信頼の喪失が起こっている。

　官僚は基本的に情報を独占しようとする。

情報公開の許認可権を握ることは、自らの権

限の広さ、強さを証明するものだからと本書で

は説いている。さらに、官僚組織は決定するこ

まず、明治期の太政官制から内閣制への移

行期に公文書管理がどのように変遷していっ

たのかを整理する（第四章）。そして戦前期か

ら戦中の日本における公文書管理の変遷と

展開について外務省記録を中心に見ていく

（第五章）。この章では、特定秘密保護法との

関係で興味深い記述がある。太平洋戦争に

突入した日本において軍用資源秘密保護法

が施行され、外務省では国防保安法施行と

同時に「外務省機密文書取扱規程」が定め

られ、そのなかで「『何が秘密なのかも秘密』

ということを当局者が自明視していた」とある。

戦時対応のなかで「秘密」の取り扱いが強

化されていた。そして外務省は国防保安法の

もとで「『国家機密』の範囲が不必要に拡大

していく危険性を認識していた」のである。70

年以上前と同じ危機が、2015年の日本で生

じている。

　つづいて、戦時期から現代にかけての公

文書のつくられかた、運用のされかたについ

て述べられている（第六章）。日本の公文書は、

官僚制というシステム化された意思決定機

関のなかでつくられる。官僚にとって重要視さ

れるのは、システムが円滑に動くことと決裁文

書である。決裁に至る過程はほとんど軽視さ

れている。こうした現用文書を生みだす組織

内の論理を知らなければ、適切な文書管理

はないと指摘している。

　最後に、第二部の締めくくりとして、地方自治

体のアーカイブズ機関の運営の現状と社会に

共有される情報資源としての公文書の活用に

ついて、具体例をあげて論じている（第七章）。

　このような日本の実態を踏まえたうえで、第

三部では海外の公文書管理について成立か

ら現在の活用のされかたまでをイギリス、台

湾の例をあげて述べている（第八章、第九章）。

　海外の事例を見ることで、日本が立ち遅れ

ている点を把握することができる。
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ブズ学会の声明もここで大きく取り上げられて

いる。ここでは、高橋実氏の名前で公文書管

理法の理念を高らかに謳いあげ、同時に特定

秘密保護法の問題点を厳しく指摘している。

　「私たちは次の点で強い危惧を持つ」とし

て指摘された問題点は、2点ある。要約すると、

（1）秘密の指定が政権の恣意に左右され

る可能性が高い、（2）特定秘密に指定され

た情報が公文書館等で公開される保証がな

く、行政機関自らが歴史検証の道を閉ざす

恐れがある、ということである。この点から政府

に対し、公文書管理法にのっとった行政文書

の適切な管理を求めている。

　この本のなかで、情報公開や秘密の指定

の恣意的な濫用について危機感を述べてい

る個人や団体はほかにも見受けられる。アー

キビストの立場から記録・文書管理について

特定秘密保護法の問題点を指摘しているとこ

ろに、声明が掲載された意味を感じることが

できる。

　法を論じるためには、まずは法の全容を知

ることは必要不可欠である。『歴史学が問う

公文書の管理と情報公開』では、残念ながら

条文は載せられていなかった。情報公開法、

公文書管理法、特定秘密保護法の条文が

付属資料としてつけられていれば、より一層理

解を深められたように思う。

　その意味で『特定秘密保護法を読む』は、

補完的な役割をはたしてくれる条文が載せら

れているのは特定秘密保護法のみだが、同

時に立場を超えた反対声明のポイントを読む

ことができる。

　『歴史学が問う公文書の管理と情報公

開』や『GCAS Report』Vol. 4でも紹介され

た『国家と秘密 隠される公文書』（久保亨・瀬

畑源著 集英社新書）など関連書籍の理解を促

進してくれる読み本として役立つだろう。

とが重要であり、決定後に過去をふりかえり、

検証し、未来の政策立案に活かすことは考え

ないとしている。「過去から未来を見て行動す

るという習性はない」と執筆者のひとりである

加藤氏は語っている。

　記録の活用者である研究者、アーキビスト

と文書作成の主体である官僚とは、これほど

立ち位置が違うのである。この点を踏まえた

うえで、どのように必要な情報を求めていくの

か。情報開示の請求例や自治体の公文書

館運営の例をあげることで、本書ではその具

体的手法について言及されている。その意味

で、アーキビストだけでなく、歴史家、市民運

動家などにとっても、本書は意義深いものであ

ると言える。

5─『特定秘密保護法を読む』

ここまで特定秘密保護法は撤廃すべきであ

るという前提で進めてきたが、その条文はどう

なっているのだろうか。特定秘密保護法自体

を批判的に学ぶためには、『特定秘密保護

法を読む　全条文　反対声明・意見書』（北

海道新聞社）を薦めたい。

　副題の通り、「特定秘密の保護に関する法

律」全条文が載せられ、精読することができ

る。加えて、年表による法制定までの経緯（政

府並びに反対行動）と北海道新聞で連載され

た特定秘密保護法の問題点の解説が最初

に掲載されている。解説では、図によって公文

書館との関係や公文書管理法にない罰則規

定についてもわかりやすく書かれている。

　そしてこの本の核となるのは、さまざまな業界

の垣根を越えて反対の声を集めているところで

ある。表現者、医師、科学者、歴史学者、法学

者など多くの人が、それぞれの立場からこの法

へ反対の声をあげた。そうしたひとつひとつを

丹念に拾い上げ、掲載している。日本アーカイ
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ない。くりかえしになるが、外交文書は必ず相

手国で開示される。現状でもしばしば起こって

いることだが、アメリカ公文書館で日本の歴

史研究資料を発掘し、それを持ち帰って研究

がおこなわれる。日本にも当然やりとりの記録

があるはずなのに開示されない。その理由は、

あまりにずさんな文書管理の結果なのか、そ

れとも憲法で保障された国民の知る権利を

無視した法治国家とは思えぬ横暴からなの

か、どちらかしかありえない。これでは、国内的

にも国外的にも信用を落とすだけである。

　国民だけでなく必要とした人の手に国家の

業績が渡ることが、国としての存在感を示すこ

とにもなるだろう。

　いま必要とされているのは、情報の秘匿で

はなく情報の開示である。それを痛切に訴え

ているのが本書の眼目である。

6─特定秘密保護法下で

アーキビストに求められていること

両書で指摘されているのが、特定秘密保護

法の問題点として、秘密を漏えいした違反者

への罰則規定を定めたこと、秘密の特定が

恣意的に行われることがあげられる。

　歴史学もアーカイブズ学も過去を見るだけ

では研究を進めることができないと『歴史学

が問う公文書の管理と情報公開』は訴えてい

るように感じる。社会との接点としての法解釈、

他分野との連携といった基盤を確立し、過去

と未来を見る時間を超越した軸を持つことを、

研究者に訴えかけている。

　本書では、近代内閣制黎明期における事

例から第二次世界大戦下まで、国家が情報

を秘匿した例がくり返し出てくる。しかし、情報

を隠すことでよい結果が生まれることはありえ
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